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八九
一、は
  じ
  め
  に
　
甲が乙に対して有する債権につき、 丙と丁が連帯保証した後、
乙の債務不履行を原因として、丙が代位弁済した場合、丙は主債務者である乙に対して求償権（以下、 「
α
求償権」という。 ）
を有するとともに、共同保証人である丁に対しても求償権（以下、 「
β
求償権」という。 ）を有することになる。このようなケ
ースにおいて、丙が
α
求償権につき時効中断手続をした場合、
β
求償権の時効をも中断するのであろうか。標題の判例は 最
高裁判所でこの点が争われた最初の事案であり、今後の実務にも影響があると思われるので、検討することとしたい。
二、事案の概要
⑴
　
Ｙは、Ａから委託を受け、平成元年四月一〇日、株式会社
Ｂ銀行との間で、ＡがＢ銀行に対して負担する一切の債務を連帯保証する旨の契約をした。
⑵
　
ア
　
Ａは、平成二年八月一四日、Ｂ銀行から、いずれも弁
済期を平成三年七月三一日 利息を年七 ・ 七％、 遅延損害金を年一四％とする旨の約定で二口合計八四九〇万円（七二一〇万円と一二八〇万円）を借入れた。
イ
　
Ｘ（信用保証協会）は、Ａから信用保証の委託を受け、平
成二年八月一三日、Ｂ銀行との間で、Ａの上記アの各債務を連帯保証する旨の契約 した。
ウ
　
Ａの元代表取締役Ｃも、上記アの債務を連帯保証した。
⑶
　
Ｘは、平成六年二月二三日、Ｂ銀行に対し、上記⑵アの残
主たる債務者に対する求償権の行使が、
 
共同保証人に対する求償権の時効をも中断するか？
 
	
―
最一小判平成二七年一一月一九日を題材に
―
𠮷
　　
岡
　　
伸
　　
一
判例研究
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年一〇月六日、民集二一 ・ 八 ・ 二〇五一） 。ＸのＹに対する請求は、求償権に基づく請求であり、判決に基づく請求ではないから、Ｙとの間では、消滅時効期間は五年と考えるべきである。　
そして、消滅時効の起算点は、上記判決が平成一四年一一月
五日の経過をもって確定していることから 翌六日であり、それから五年が経過している。　
Ｙは、平成二四年一一月二二日の本件第一回弁論準備手続期
日において、上記時効 援用す 旨の意思表示をした。イ
　
Ｘは、平成六年二月二三日、Ｂ銀行に対し、保証契約に基
づき、代位弁済をしているが、Ｘが取得した求償権は、商事債権であり、消滅時効期間は五年である。平成一一年二月 四日の経過により上記求償権に係る時効は完成しており 同時効完成後、ＸらはＡらに対し訴訟を提起してい のであるから、判決があったとしても 「時効の中断」 には該当せず、 民法四五七条一項の適用はない。⑵
　
合意解約
　
平成元年四月一〇日の銀行取引約定書の保証契約は、合意解
約された。⑶
　
根保証契約の責任の消滅
　
包括根保証契約上の権利を二〇年間 使しない場合には、民
法一六七条二項により消滅すると解するべ である。そして、不法行為を行ったものでさえ、二〇年間の除斥期間が設けられているのであり、Ｙは、何ら違法行為をしていないのであるから、民法七二四条を類推適用し、除斥期間 べきである。
債務全額を代位弁済した（二口合計約八七四九万円） 。
⑷
　
ア
　
Ａは、平成六年一二月三〇日から平成一三年五月一六
日までの間、Ｘに対し、上記⑶の代位弁済により発生した求償金債務を一部弁済した（約四三三五万円） 。
イ
　
Ｘは、平成一四年五月二〇日、Ａ及びＣに対し、上記アの
求償金の支払を求める訴訟 提起し、同年九月一三日、Ｘの請求を認容する判決が言い渡され、同年一一月 日、同判決は確定した。
⑸
　
以上のような状況下、Ｘが、平成二四年七月二五日、Ｙに
対し、民法四六五条一項、四四二条に基づき 求償金残元金と遅延損害金合計金額のうち三分の一の支払を求めて訴訟を提起した。
三、Ｙの主張
　
これに対して、Ｙは、①消滅時効、②合意解約 ③根保証契
約の責任の消滅、④権利の濫用につき、次のように主張した。⑴
　
消滅時効
ア
　
本件各貸付金債務に関し、Ｘが平成一四年に訴え提起した
のは、主債務者であるＡ、その代表者であるＣのみであり、Ｙに対しては訴えを提起していない。　
主債務者であるＡとの間では、判決による請求であり、消滅
時効は一〇年となるが、本件各求償権の前提となる債権は、Ｂ銀行とＡとの金銭消費貸借契約であり、 消滅時効期間は五年 （商法五二二条）であり、その求償権も五年である（最判昭和四二
九〇
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⑷
　
権利の濫用
　
本件のごとき包括根保証は、保証期間、保証額が定められて
いない、保証人にとり責任が重すぎるなど、種々の問題がある制度である上、 そもそも本件では、 根保証契約締結から既に二三年が経過していること、Ｘは平成一四年に訴訟を提起しているが、その際、Ｙに対しては訴訟を提起しなかったこと 本件債権は本来商事債権であり 消滅時効は五年であること、本件借入れにつき、Ｙは直接関与 いないことなどを考慮し、Ｘの請求は 利濫用に当たると解すべきである。
四、第一審判決の概要
　
第一審の大津地判平成二五年二月二八日（金融・商事判例
一四八一号二四頁）は、各争点につき次のように述べて Ｙの主張を斥け、Ｘの請求を認容した。一
　
争点⑴について
ⅰ
　
証拠等により容易に認定できる事実によれば、Ｘは、平成
六年二月二三日、 本件代位弁済一、 二により、 Ａ及びＹに対して求償金債権等を取得したこと、これらの債権はいずれも商行為によって生じたものであること、Ｘは、前訴を提起し、勝訴判決を得たこと、同判決は平成一四年 一月五日の経過により確定したことが認められる。
　　
これらの事実によれば、民法一七四条の二の規定により、
Ａに対する本件代位弁済一、 二に係る求償金債権等の時効期間は一〇年 延長されたもの いうべきであり、その時効期
間の起算日は、同年一一月六日である（Ｙは、上記各求償金債権等は、商事債権であり、平成一一年二月二四日の経過により時効は完成している旨主張する。 しかし、 証拠によれば、平成一〇年一二月二四日に、Ａが Ｘに対 、上記各求償金元本につき合計五四万円、上記各求償金に係る各損害金につき合計六万円を支払った事実を認めることができ、同事実を覆すに足りる適確な証拠 ない。これらは債務の承認に当たるところ、前訴の提起日は平成一四年五月二〇日であり 上記弁済日翌日から起算して五年を経過 ないから、Ｙの主張に理由はない。 ） 。
ⅱ
　
民法一七四条の二の規定によって主たる債務者の債務の短
期消滅時効期間が一〇年に延長せられるときは、保証債務の附従性により、保証人の債務の消滅時効期間も同じく一〇年に変ずるものと解するのが相当である（最高裁昭和 三年オ第五一九号同年一〇月一七日第一小法廷判決、裁判集民事九二号六〇一頁） 。
　　
そして、
共同保証人間の求償は、主たる債務者の資力が十
分でない場合に、弁済した保証人のみ 損失を負担することは他の共同保証人 対す 関係において不公平であるから保証人間の負担の公平性を確保するために設けられた制度であり、その範囲において主たる債務者への求償権を確保すものであるところ、主たる債務者への求償権につき、確定判決により時効を中断し、時効期間が一〇年に延長されたにもかかわらず、共同保証人に対す 求償権については別個 時効中断措置をとらなければならないと解することは、保証債
九一
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九二
当たるものということはできないし、そのほか権利濫用を基礎付けるに足りる事情の主張立証はないので、Ｙの主張に理由はない。
五、控訴審判決の概要
　
控訴審の大阪高判平成二五年七月九日（金融・商事判例
一四八一号二〇頁）では、Ｙが第一審の消滅時効のみを論点として下記の争点に分けて争ったところ、控訴審は第一審判決を取り消して、次のように述べＸの請求を棄却した。争点⑴ＸがＹに対して取得した求償権の内容　　
⑵ＸのＹに対する求償権の時効期間は経過したか。
　　
⑶ＸのＹに対する求償権の消滅時効は中断したか。
一
　
争点⑴について
ⅰ
　
本件第一貸付債務及び本件第二貸付債務の保証人は、いず
れもＸ、Ｙ及びＣであるので、その保証人としての負担割合は各三分の一である（民法四五六条、四二七条） 。
ⅱ
　
ア
　
本件第一代位弁済は、本件第一貸付債務の全額につき
されたものであるから、Ｘは、本件第一代位弁済をしたことにより、共同保証人であるＹに対し、代位弁済額七四二九万六八二七円の三分の一である二四七六万五六〇九円及びこれに対する本件第一代位弁済 日 平成六年二月二三日から支払済みまで民法所定年五 割合による法定利息の支払を求める求償権（この求償権は、商行為によって生じたもの
務の附従性、上記のごとき制度趣旨及び当事者の合理的意思にも反するものといえるから、民法一七四条の二の規定によって主たる債務者の求償権等債務の短期消滅時効期間が一〇年に延長するときは、保証人 債務の消滅時効期間も同じく一〇年に変ずるものと解すべきである。
　　
したがって、これに反するＹの主張は採用できない。
ⅲ
　
そうすると、 Ｙに対する本件代位弁済一、 二に係る求償権等
の時効期間は一〇年であり、消滅時効の起算点は前訴の判決確定日翌日である平成一四年一一月六日であるから、本件訴え提起時点（平成二四 七月二五日。当裁判所に顕著）において一〇年を経過しておらず、Ｙの主張に理由はな 。
二
　
争点⑵について
　
Ｙは、Ｂ銀行とＹ 間の保証契約が合意解約されたことを主
張するが、同事実を認めるに足りる適確な証拠はなく（Ｙは、陳述書において、合意解除されたものだと思っていた旨述べるが、Ｂ銀行との間において合意解除をした事実について具体的な供述はない。 ） 採用できない。三
　
争点⑶について
　
Ｙの主張は独自の見解であり、採用できない。
四
　
争点⑷について
　
証拠等により容易に認定できる事実及び証拠によれば、本件
貸付一、 二はＹがＡの取締役・支配人に在任中にされたものであること、 Ｘは、 平成六年二月ころ及び平成一三年八月ころに、Ｙに対して書面により返済を求めていることが認められ、このような経緯に照らせば、ＸのＹに対する権利行使が権利濫用に
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る。 ） 。しかし、Ｘが、本件第二代位弁済をしたことによってＡに対して取得した求償権（本件第二求償権）の元金は、平成一三年五月一六日に完済されたのであるから、Ｘが、本件第二代位弁済をしたことによってＹに対して取得した求償権は、四三九万六六六八円に対する平成六年二月 三日から平成一三年五月 六日までの民法所定年五分の割合による法定利息についてのみとなった（この求償権を以下「 四求償権」という。 ） 。
ⅲ
　
まとめ
　
以上検討したところによると、Ｘは、Ｙに対し、本件第三
求償権及び本件第四求償権を有するといえる。
二
　
争点⑵について
ⅰ
　
ＸがＹに対して取得 本件第三求償権及び本件第四求償
権は、いずれも本件第一代位弁済及び本件第二代位弁済のの翌日である平成六年二月二四日から行使することができことは明らかである。
ⅱ
　
ア
　
信用保証協会が商人である債務者の委任に基づいて成
立した保証債務を履行した場合において、信用保証協会が取得する求償権は、商法五二二条に定める五年の消滅時効にかかると解されるところ（最高裁判所昭和四二年一〇月六日判決・民集二一巻八号二〇五一頁） 、 本件第三求償権及び本件四求償権は、いず も信用保証協会 Ｘが商人であるＡの委託を受けて締結 本件第一信用保証契約及び本件第二信用保証契約に基づ て 本件第一貸付債務及び本件第二貸付債務についての保証債務の履行（本件第一代位弁済及び
であるとはいえないから、商事法定利率の適用はない。この求償権を以下「本件第三求償権」という。 ）を取得したことになる（民法四六五条一項、四四二条） 。
なお、主債務者である
Ａは、本件第一保証委託契約に基づき、Ｘに対し、代位弁済額に対する代位弁済日の翌日から年一八 ・ 二五パーセントの損害金を支払う義務を負うことに り、Ｃも本件第一連帯保証契約に基づき同様の義務を負うことになるが ＹがＸに対し、法定利息の 義務以外の損害金を支払うべき義務を負う根拠は何ら見出せない（
Ｘが、民法五〇一条（弁済による
代位）に基づき、Ａ Ｂ銀行に対する第一貸付債務 ついてのＹの保証債務の履行を求める請 をするのであれば 議論の余地のある問題ではある
が、このような保証債務履行請求
ではなく、共同保証人間の求償金請求である本訴請求においては、問題とならない。 ） 。
イ
　
本件第二代位弁済は、本件第二貸付債務の全額につきされ
たものであるから、Ｘは、本件第二代位弁済をしたことにより、共同保証人であるＹに対し、代位弁済額一三一九万〇〇〇五円の三分の一 ある四三九万六六六八円（一円未満切り捨て）及びこれに対す 本件第二 弁済の日である平成六年二月二三日から支払済みまで民法所定年五分の割合 よる法定利息の支払を求める求償権（この求償権は、商行為によって生じたものであるとはいえない 商事法定利率 適用はない。 ） を取得したことになる 民法四六五条一項、 四四二条、ＹがＸに対し、法定利息 支払義務以外の損害金を支払うべき義務を負わないことについては、上記のとおりであ
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九四
証人の一人が、保証債務の全額又は自己の負担部分を超える額を弁済したときに他の共同保証人に対して求償することを認めている。これは Ｙが主張するとおり、主債務者の資力が十分でなく、主債務者 対する求償では満足できない場合に、出捐した保証人だけが損失を負担しなければならなくなっては共同保証人間の公平に反することから、共同保証人間の負担を最終的に調整するために、民法四六五条が特 創設したものである。このように、
保証債務の全額又は自己の負
担部分を超える額を弁済した共同保証 の他の共同保証人に対する求償権は、民法四六五条によって創設された権利であって、主債務者に対する求償権との 主従の関係（証人に が主債務者に対する求償権に附従 関係）があるとはいえない。そうすると、Ｘが、Ａに対してした本件第一求償権及び本件第二求償権の履行 請求（裁判上の請求である別件訴訟の提起）によって、ＸのＹ 対する本件第三求償権及び本件第四求償権 消滅時効が中断することはおよそ有り得ない（民法四五七条一項が適用される場面ではない。 ）
。
ⅲ
　
したがって、いずれにせよＸの時効中断の主張は採用でき
ない。
六、Ｘの上告理由の概要
　
共同保証人間の求償権 、保証人が主たる債務者に して取
得した求償権を担保するためのものであるから、保証人が主た
本件第二代位弁済）によって発生したものであるから、これについてはいずれも商法五二二条に定める五年の消滅時効にかかるというべきである。
イ
　
平成六年二月二四日から五年が経過したことは明らかであ
る。また、仮に、時効期間が一〇年であったとしても、平成六年二月二四日から一〇年が経過したことは明らかである。
ⅲ
　
Ｙが、平成二五年五月二八日の当審第一回口頭弁論期日に
おいて、Ｘに対し、上記消滅 を援用する旨の意思表示をしたこと（控訴理由書の陳述）は、当裁判所に顕著である。
ⅳ
　
以上検討したところによると、本件第三求償権及び本件第
四求償権は、平成一一年二月二三日の経過（仮に、時効期間が一〇年であった したならば、平成一六年二月二三日の経過）によって時効消滅したといえる。
三
　
争点⑶について
ⅰ
　
上記のとおり、本件第三求償権及び本件第四求償権は、い
ずれも平成一一年二月二三日の経過によって時効消滅したといえるので、Ｘの時効中断の主張は主張自体失当である。なお、時効期間が一〇年であれば、別件訴訟の提起は 期間内となるので、念のため、次の判断を示しておく。
ⅱ
　
共同保証人は、自己の出捐によって共同の免責を得たとき
は、その出捐額にかかわらず、主債務者に対して求償することができる であって（民法四五九条一項、四六二条） 、本来、主債務者に対する求償で満足すべき り、主債務につき最終的な負担を負わ い他の共同保証人に対して求償することはできないはずであるところ、 法四六五条は、共同保
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八、検
　　　
討
⑴
　
弁済をした者の権利
　
主たる債務者でない者（保証人等）が債権者に対して弁済し
たときには、①
　
当該弁済をした者は、主たる債務者に対して求償権を取得
することができ （民法四五九条一項、同四六二条） 。
②
　
また、連帯債務者間の求償権については、民法四四二条一
項が「連帯債務者の一人が弁済をし、その他自己の財産をもって共同の免責を得たと は、その連帯債務者は 他の連帯債務者に対し、 各自の負担部分について求償権を有する。 」 と規定され いるところ、同規定は、民法四六 条で共同保証人間にも準用されているので、共同保証人間においても、求償権行使が認められ ことになる。
③
　
さらに、代位弁済をした者は、自己の権利に基づいて求償
をすることができる範囲内にお て、債権の効力及び担保として債権者が有していた一切の権利を行使することができる（民法五〇一条） 。
　
したがっ 、本事案において 、弁済を た共同保証人の一
人Ｘは、①主債務者Ａに対する求償権を有し、②また、他の共同保証人ＹおよびＣに対して求償権を有するとともに、③債権者Ｂ銀行が有していた貸付債権、保証債務履行請求権等を代位行使することができる。⑵
　
主債務者に対する求償権
　
本件において、代位弁済したＸは 主債務者Ａに対して求償
る債務者に対して取得した求償権の消滅時効の中断事由がある場合には、民法四五七条一項の類推適用により、共同保証人間の求償権についても消滅時効の中断の効力が生ずると解すべきである。
七、本判決の概要
　
上告審である最一小判平成二七年一一月一九日（判例タイム
ズ一四二一号一〇八頁、判例時報二二八二号六三頁、金融・商事判例一四八一号一六頁、同一四八五号一六頁）は、次のように述べて、Ｘの上告を棄却した。　
すなわち、 「民法四六五条に規定する共同保証人間の求償権
は、主たる債務者の資力が不十分な場合に、弁済をした保証人のみが損失を負担しなければならないとすると共同保証人間の公平に反することから、共同保証人間の負担を最終的に調整するため ものであり、保証人が主たる債務者に対して取得した求償権を担保するためのものではないと解される。　
したがって、
保証人が主たる債務者に対して取得した求償権
の消滅時効の中断事由 ある場合であっても、共同保証人間の求償権について消滅時効の中断の効力は生じ ものと解するのが相当である。
」と判示し、以上と同旨の原審の判断は、正当
として是認することができると述べ 。
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中断することになるのかどうかというの問題であるので、類似の事例とはいえ、民法四三四条あるいはこれを準用する同法四五八条の直接の問題ではない。つまり、主債務者に対する求償権と他の共同保証人に対す 求償権との間には、 「連帯」 関係がないため、特別な理由がないとこれらの規定を類推適るわけにはいかない である。　
なお、民法四三四条は、改正民法では削除されることになっ
ている。⑸
　
民法四五七条一項の時効中断の効力
　
また、 民法四五七条一項は、 「主たる債務者に対する履行の請
求その他の事由による時効の中断は 保証人に対しても、その効力を有する。 」と規定しているが、これは、主たる債務と保証債務が主従 関係にあ ことから、主 る債務者への時効中断が保証人の債務にも及ぶとしたものと解される。　
ところで、 本事案においては、 ＸのＹに対して有する債権は、
共同保証人として他の共同保証人 対する求償権である。Ｘの主張するところは、Ｘの主た 債務者 対する求償権を行使しているので、この権利行使は、主たる債務者に対する求償権につき時効中断の効力を有するだけでなく、民法四五七条一項の類推適用により、他の保証人に対する求償権について中断の効力も有するとするものである。　
しかし、同項の効力は、債権者が主たる債務者に対してした
請求の効力が、保証人に対しても及ぶというものであり、主たる債務者と保証人が主従の関係にあ こ から認められるものである。したがって 対等者間であ （すなわち、主従 関係
権を有するが、Ａはすでに無資力となっているため、回収は全く見込めない状況である。⑶
　
他の共同保証人に対する求償権
　
上記のように、民法四四二条一項の規定は、民法四六五条で
共同保証人間にも準用されているので、共同保証人間においても、求償権行使が認められ ことになる。　
本件においても、ＸのＹに対する求償権が認められる。しか
し、当該求償権は、平成六年に代位弁済が された後、時効中断手続がＹに対してされていないため、平成一一年に時効期間が経過 ている。そこで Ｙに直接、時効中断手続がなされていなくても、時効中断となるケースを検討してみることとしい。⑷
　
連帯保証人の一人への請求と時効中断の類推適用
　
民法四三四条は、連帯債務者間での履行の請求を規定してい
る。これにより、債権者が連帯債務者の一人に対して履行の請求をすると、他の連帯債務者に対しても履行の請求をした効力が認められ、その結果 時効中断の効力が認められる。この規定は、民法四五八条 連帯保証人に準用されているので、債権者 連帯保証人の一人に対して請求 たときは、当該連帯保証人だけでなく、主たる債務者および他の 保証人に対しても、履行の請求をしたこ になり、その結果、主た 債務者および連帯保証人全員に対して時効中断の効力が認められる。　
しかし、本事案は、共同保証人の一人Ｘが代位弁済したケー
スにおいて、主債務者Ａへ 償権を行使し時効を中断した場合に、他の共同保証人Ｙに対して有する求償権についても時効を
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する求償権を確保するために、法の規定により、弁済によって消滅すべきはずの債権者の債務者に対する債権（いわゆる「原債権」 ） およびそ 担保権を代位弁済者に移転させ、 代位弁済者がその求償権の範囲内で原債権およびその担保権を行使することを認める制度である（最判昭和五九年五月二九日民集三八巻七号八八五頁） 。 また、 代位弁済者に移転した原債 およびその担保権は、求償権を確保す こと 目的として存在する附従的な性質を有し、求償 が消滅したときはこれ よって当然に消滅し、その行使は の存 限度によって制約されるとされ （最判昭和六一年二月二〇日民集四〇巻一号四三頁） 、 代位弁済後においては、 原債権は求償権のために存続するこ なる。　
したがって、本事案において、Ｂ銀行がもつＹに対する保証
債務履行請求権を原債権と考えて、ＸがＢ銀行に対して代位弁済したことにより、Ｘは上記保証債務履行請求権をももつことになる。ＸがもつＹに対する求償 （共同保証人間の求償権）は、Ｘが提起した別件訴訟により平成二四年一一月五日 で時効期間が満了 ないから、それまでに本件訴訟を提起したことにより （平成二四年七月二五日） 、 時効は中断したと考えられ可能性がある。　
控訴審判決がこの点について触れていたにもかかわらず、Ｘ
が控訴審の中、 いは上告理由の中で主張し かったの なぜか？
　
主張が認められる余地があったと思われるので、疑問
が残る対応である。
にはない）共同保証人の間に同項を類推適用するには、特別の規定あるいは理由がなければならないが、そのような特段の規定も理由も見当たらない。 そうすると、 本判決が、 「保証人が主たる債務者 対して取得した求償権の消滅時効の中断事由がある場合であって ，共同保証人間の求償権につ て消滅時効の中断の効力は生じないものと解するのが相当である。 」 と判示したのは、やむを得ないものと思料される。　
本事案のようなケースは、現実には、信用保証協会が保証人
となるケースにおいてよく見受けられる。たとえば、金融機関がすでに徴求している保証人を、信用保証協会において求償保証人に らなければ、信用保証協会と当該保証人との でこの問題が起こることになる。　
ともかく、最高裁判所として、今まで提起されていなかった
問題に実務上の解決を与えたことは評価するこ ができ と思われる。ただし、今回の最高裁判決では、上記⑴②の点につき判断したものであるが、上記⑴③の点については何ら判断していない。控訴審判決において、 「Ｘが、民法五〇一条（弁済 よる代位）に基づき、ＡのＢ銀行に対す 第一貸付債務についのＹの保証債務の履行を求め 請求をするのであれば、議論の余地のある問題ではあ 」と述べられ いるが、Ｘ そ 争点については取り上げなかったようである。そこで、こ 代位の争点につき、検討してみることとしたい。⑹
　
原債権であるＢ銀行の保証債務履行請求権につき、Ｘが代
位弁済したことによる代位について
　
弁済による代位の制度は、代位弁済者が債務者に対して取得
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︿本事案の時系列整理﹀①
　
平成元年四月一〇日
　　
ＹがＢ銀行と連帯保証契約
②
　
平成二年八月一三日
　　
Ｘ、ＣがＢ銀行と連帯保証契約
③
　
平成二年八月一 日
　　
ＡがＢ銀行から借入れ
④
　
平成六年二月二三日
　　
ＸがＢ銀行に対して代位弁済
　　
Ｙの主張では、この時点が消滅時効の起算点になる。
⑤
　
平成六年一二月三〇日～同 三年五月一六日
　　
ＡがＸに求償債務を一部弁済
⑥
　
平成一四年五月二〇日
　
	 ＸがＡおよびＣに対して求償債権で訴訟提起（別件訴訟）
⑦
　
平成一四年 一月 日
　
別件訴訟 Ｘ勝訴で確定
⑧
　
平成二四年七月二五日
　
本件訴
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金融機関
共同保証人 信用保証協会
主債務者
〔代位弁済後〕
保証債務
履行請求権
　　　ⓔ
主債務者
への求償権
ⓐ
共同保証人間の求償権ⓑ
貸付債権ⓒ
Ｂ
Ｙ Ｘ
Ａ
代位弁済したことによる原債権ⓒの代位
ⓓ
代位弁済したことによる
原債権ⓔの代位
ⓕ
〔Ｘからの追及方法①〕
　ⓐはＡが無資力のため不奏功
〔Ｘからの追及方法②〕
　ⓒとⓔについては民法457条1項の適用あるが、
　ⓐとⓑについては同条項の適用なし〔本判決〕
〔Ｘからの追及方法③〕
　ア）ⓐは平成14年に時効中断されている→10年
　イ）ⓐとⓒは、求償権と原債権との関係
　　　　→ⓒも10年の時効中断
　ウ）ⓒとⓔは民法457条1項の適用（主従関係）→ⓔも10年
　エ）Ｘが代位弁済したことによるⓔの行使（ⓕ）→ⓕも10年
金融機関
共同保証人 信用保証協会
主債務者
〔代位弁済前〕
保証債務
  履行請求権 ②
保証債務履行請求権 ①
貸付債権
